別表


	減免措置を受けることができる営業者

	業　　種
	対象となる下水
	店舗等に必要な要件

	１　野菜小売業

２　魚介類小売業

３　日本そば店

４　中華そば店

５　パン製造小売業

６　めん製造小売業

７　豆腐製造小売業

８　かまぼこ水産加工業

９　民生食堂・大衆食堂

１０　食肉小売業

１１　大衆すし店

１２　あん類製造業

１３　ソース製造業

１４　クリーニング業

１５　こんにやく製造業

１６　染色整理業

１７　理容業・美容業
	　店舗を設け一般消費者を対象に、主として生鮮野菜類を販売することを営業とする者が、当該店舗において、直接、その営業のために供した使用水

　店舗を設け一般消費者を対象に、主として生鮮魚介類を販売することを営業とする者が、当該店舗において、直接、その営業のために供した使用水

　店舗を設け一般消費者を対象に、主として調理しためん類（そば、うどん及び中華めんに限る。）を飲食させることを営業とする者が、当該店舗において、直接、その営業のために供した使用水

主として食パン（菓子パンを含む。）を製造し、一般消費者を対象に販売することを営業とする者が、当該製造所において、直接、その営業のために供した使用水

　主としてめん類（ゆでめん、生めん及び中華めん等をいい、乾めんを含む。）を製造し、販売することを営業とする者が、当該製造所において、直接、その営業のために供した使用水

　主として豆腐を製造し、一般消費者を対象に販売することを営業とする者が、当該製造所において、直接、その営業のために供した使用水

　主としてかまぼこ等魚肉ねり製品の製造を営業とする者が、当該施設において、直接、その営業のために供した使用水

　民生食堂

　東京都民生食堂指定要綱第５条第１項により、知事の指定を受け、食堂を営む者が、当該食堂において、直接、その営業のために供した使用水

　大衆食堂

　主として米飯と多品種の副食物を一般市価より低廉な価格で提供することを営業とするもので、かつ従業者３人以下で営業する者が、当該食堂において、直接、その営業のために供した使用水

　店舗を設け一般消費者を対象に、主として牛、豚、鶏肉等の食肉（臓器を含む。）を販売することを営業とする者が、当該店舗において、直接、その営業のために供した使用水

　店舗を設け、従業者３人以下で、一般消費者を対象に主として調理したすしを食させることを営業とする者が、当該店舗において、直接、その営業のために供した使用水

　主としてあん類製造を業とする者が、当該施設において、直接、その営業のために供した使用水

　主としてソース類（ウスターソース、果実ソース、果実ピューレー、ケチャツプ又はマヨネーズ）の製造を業とする者が、当該施設において、直接、その営業のため
に供した使用水
　クリーニング業法（昭和２５年法律第２０７号）第２条第４項に定めるクリーニング所（洗たく物の処理をしない単なる受取り及び引渡しのための施設を除く。以下同じ。）を設置して、クリーニング業（繊維製品を使用させるため貸与し、その使用済み後は、これを回収して洗たくし、更にこれを貸与することを繰り返して行うことを除く。）を営業する者が、当該クリーニング所において、直接、その営業のために供した使用水

　主としてこんにやく製造を業とする者が、当該施設において、直接、その営業のため供した使用水

　染料、顔料及びその他の着色料を使用して繊維又は繊維製品に染色することを専業とする者が、当該施設において、直接、その営業のために供した使用水

　理容業又は美容業を営む者が、当該施設において、直接、その営業のために供した使用水
	⑴　業種欄に掲げる営業は、　　　　で示した指定商品又は指定業種の売上高が、その店舗、製造所又はクリーニング所（移動する者を除く。以下「店舗等」という。）における全売上高の２分の１以上を占めていることを要する。

⑵　業種欄６，８，９，１１，１２，１３，１４，１５及び１６に掲げる営業を除き、同一店舗等において小売業と卸売業を併せて営業する者は、小売業による売上高が、全売上高の２分の１を占めていることを要する。

⑶　減免対象となる店舗等は、小金井市長及び東京都水道局長がそれぞれ定めた設置基準に従い設置した計測のための装置又は量水器により、小金井市下水道条例第１４条第２項に規定する料金表の適用を受ける対象ごとに左欄に掲げる営業のために供した使用水量のみをもつて料金を算定するものであることを要す。

⑷　業種欄に掲げる２から１３までの営業については、食品衛生法（昭和２２年法律第２３３号）第２１条第１項による知事の許可を受けて営業する者に限る。

⑸　業種欄に掲げる１４の営業については、クリーニング業法第５条の２による知事の確認を受けて営業する者に限る。

⑹　業種欄に掲げる１５の営業については、東京都食品製造業等取締条例（昭和２８年東京都条例第１１１号）第７条による知事の許可を受けて営業する者に限る。


